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抄　　録
改正医療法が定めた医療機能の分化と連携の報告は多い。輸血医療は，が

んや救急，周産期等に伴うので診療所・病院の役割分担が進んでいると考え
るが報告は少ない。目的を赤血球製剤（RBC）供給の推移から輸血医療の役
割分担を明らかにすることとした。対象はRBCを供給された診療所・病院で，
供給上位20の病院A群，それ以外の病院B群，診療所群に分けた。2007年
から2019年を前半と後半に分け，施設数，供給量，全供給量に対する各群
の割合をみた。また診療所群を産科，血液透析，その他に分け施設数と供給
の推移をみた。病院B群と診療所群の施設数と供給量が後半で有意に減少し
た。全供給に対する割合が後半で有意に病院A群は増加し，病院B群と診療
所群は減少した。産科で施設は減少したが供給減少はなく，その他の診療所
は施設も供給も減少した。医療施設が輸血をする・しないの選択をする役割
分担の進展が示唆され，今後診療所への供給の詳細な検討を要すると考えた。

Key words:  transfusion medicine, roles division, medical cooperation, regional 
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緒　　言
1986年の第１次改正医療法で医療機関の機能

分担と連携促進が謳われ，2007年の第５次改正
で医療の機能分化と地域連携の体制構築が定めら
れた。また,地域医療構想の中で病床機能を，高
度急性期，急性期，回復期，慢性期に分化させる
政策が進んでいる。医療連携体制が必要なものと

して，がん，脳卒中，急性心筋 塞，糖尿病の４
疾病と救急，災害，へき地，周産期，小児の５事
業が明示された。その後に加わった在宅医療を含
めた医療連携体制を推進していくことが都道府県
には求められ1)，幾つかの疾病や事業についてそ
の報告がなされている2) ～ 5)。輸血医療は，がん
治療や手術，救急・周産期医療などに伴って実施
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されるので，医療の機能分化や連携の進展により
影響を受けている可能性がある。しかし，輸血医
療の地域連携や役割分担に関しては，在宅輸血で
報告され6), 7)，シンポジウム8)で取り上げられて
いるが，その報告は少ない。

血液製剤の使用指針は，輸血の危険性を改めて
認識し血液製剤の適正使用を推進する必要性から
制定され，その後も改訂が行われてきた9)。この
指針等にのっとり，中規模以上の施設の輸血管理・
輸血実施の体制は整備されてきているが，100床
未満病院や診療所など小規模施設の中には同指針
に対応困難な状況があるとされている10)。沖縄県
合同輸血療法委員会は，適正かつ安全な輸血療法
の向上および血液事業の円滑な推進を目的として
おり，2017年に行政と県医師会の協力を得て，
医療施設へ文書を発送し，輸血患者の紹介または
紹介受入について依頼した11)。これは小規模施設
から地域医療支援病院等への輸血患者の紹介を目
指したものであるが，本文書を発送する以前の輸
血医療における診療所・病院の役割分担について
は明らかでない。

本研究の目的を，沖縄県の診療所・病院におけ
る赤血球製剤（RBC）供給の推移から，輸血医療
における役割分担について明らかにすることとし
た。

対象および方法
対象の施設は，沖縄県赤十字血液センター

RBC供給記録に記載された病院および診療所と
した。病院を血液製剤供給の多い上位20位まで
の病院A群と，それ以外の病院B群に分類した。
病院A群は，沖縄県合同輸血療法委員会を構成し
ている20病院からなり，地域医療支援病院であ
る県内10病院のすべてが属している。また，診

療所を診療内容から血液透析，産科，その他に分
類した。対象期間を2007年度から2013年度を前
半，2014年度から2019年度を後半とした。病床は，
病院A群318±121床，病院B群133±79床，診
療所群17.1±4.床７であった（2017年度）。病床
機能別病床の割合は，病院A群では高度急性期と
急性期で95％，回復期と慢性期で５％，病院B
群では高度急性期と急性期で30％，回復期と慢
性期で70％であった。

RBCを供給された病院A群，病院B群，診療
所群の前半と後半における１年当り施設数を比較
した。病院A群，病院B群，診療所群の前半と後
半における１年当りRBC供給量（単位）を比較し
た。2007年度から2019年度における病院A群，
病院B群，診療所群へのRBC供給量の全体に対
する割合の推移をみた。前半と後半における病院
A群，病院B群，診療所群へのRBC供給量の全
体に対する割合を比較した。

産科，血液透析，その他の診療所の2007年度
から2019年度における施設数およびRBC供給量

（単位）の推移を集計した。
対象の施設全体において，病床数が100床未満

であった施設の割合を2007年度と2019年度で集
計した。

統計学的処理：統計解析ソフトEZR12), 13)を使
用した。施設数とRBC供給量の平均値の比較に
はt検定を用い，p<0.05を有意差ありとした。
RBC供給量全体に対する各群の割合の比較には
χ2検定を用い，p<0.0001を有意差ありとした。
対象施設の病床数による割合の比較には正確検定
を用い，p<0.05を有意差ありとした。

結　　果
表１でRBCを供給された病院A群，病院B群，

表１　前半と後半における各群の１年当たり施設数およびRBC※供給量の比較

　 前半 後半 p値

施設数
病院A群 20±0 20±0 1.0
病院B群 43.7±2.1 38.5±2.6 0.002
診療所群 12.0±1.9  9.0±1.7 0.01

RBC供給量
（単位）

病院A群 66,309±3,399 67,202±3,270 0.64
病院B群 5,480±877 3,593±372 0.0005
診療所群 1,730±126 1,261±339 0.0058

※　RBC:赤血球製剤，前半：2007年度～ 2013年度，後半2014年度～ 2019年度
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診療所群の１年当り施設数を前半と後半で比較し
た。病院A群は20施設で不変であるが，病院B
群は前半43.7±2.1施設，後半は38.5±2.6施設
と後半で有意に減少した（p=0.002）。診療所群の
１ 年 当 り 施 設 数 も 後 半 で 有 意 に 減 少 し た

（p=0.01）。表１に前半と後半における各群への１
年当りのRBC供給量の比較を示した。病院A群
への供給量は前半と後半で有意差はなかった。病
院B群への供給量は前半5,480±877単位，後半
3,593±372単位と後半で有意に減少した（p＝
0.0005）。診療所群への供給量も後半で有意に減
少した（p＝0.0058）。
図１に各群のRBC供給全体に対する割合の年

度ごとの推移および前半と後半の比較を示した。
病院A群の割合は，2007年度の88.5％から2019
年度には94.6％となった。2007年度に診療所，
病院B群の割合はそれぞれ9.1％，2.4％であった
が，2019年度には4.3％，1.2％となった。RBC
供給量の後半における割合は有意に病院A群で増
加 し， 病 院B群 と 診 療 所 群 で は 減 少 し た

（p<0.0001）。
図２でRBCを供給された産科の診療所の施設

数と供給量の推移を年度ごとおよび前半と後半の
１年当りで比較した。産科の診療所の施設数は後
半で有意に減少したが，供給量の差はなかった。
図３でRBCを供給された血液透析の診療所の

施設数と供給量の推移を年度ごとおよび前半と後
半の１年当りで比較した。血液透析の診療所の施
設数は前半と後半で有意差はなく，供給量は後半
で増加傾向にあった。（p=0.10）。
図４でRBCを供給された，その他の診療所の

施設数と供給量の推移を年度ごとおよび前半と後
半の１年当りで比較した。その他の施設数は後半
で有意に減少し（p=0.01），供給量も後半で有意に
減少した（p=0.007）。

対象施設で病床が100床未満の割合は2007年
度で48.5％，2019年度で44.7％であった（p=0.65）。

考　　察
本研究では，医療の機能分化と地域連携の体制

構築を定めた2007年の改正医療法施行以降の13
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図１　各群のRBC※供給全体に対する割合　年度毎の推移および前半と後半の比較
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施設数/年 11.7±0.5 12.3±1.5 0.32
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図２　RBC※を供給された産科の施設数と供給量　年度毎の推移および前半と後半の1年当りでの比較

図３　RBC※を供給された血液透析の施設数と供給量　年度毎の推移および前半と後半の1年当りでの比較
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年間におけるRBC供給の推移から，次の３点を
明らかにした。１）後半において病院B群および
診療所群の施設数と供給量が有意に減少した。２）
後半におけるRBC供給量の割合が有意に，病院
A群で増加し病院B群と診療所群で減少した。３）
後半において，その他の診療所の施設数と供給量
が有意に減少した。病院B群としてリストアップ
された中で，2021年までに閉院した施設はなか
った。そのためB群の後半における供給量減少は，
施設数の減少によるものではなく，当初B群に属
していた施設の多くが輸血をしないとの選択をし
たこと，すなわち輸血医療の役割分担が進んだこ
とだと考えた。また，病院B群は回復期と慢性期
の病床が多くを占めているので，病床機能の分化
が進んだ表れとも考えた。さらに，病院B群が個々
の患者の輸血適応を制限した可能性がある。

RBCを供給された産科の診療所は後半で有意
に減少した。なお，2007年に産科としてリスト
アップされた中で２施設がこれまでに閉院してい
た。これらの要因は，沖縄県の人口千人当り出生
率が2007 年は11.96，2017 年は11.17 と減少し
た事14)があると考える。しかし，施設数が減少
したにも拘らず，供給量が減少しない要因が不明

であるため，今後はその背景を面談などで調査す
る必要がある。

血液透析の診療所で施設数の増加はなかった
が，RBC供給量が後半で増加傾向にあった。こ
の結果は沖縄県を含む我が国の透析患者数が増加
し続けている事15)が要因の一つかもしれない。
一方，県内で血液透析を行っている診療所は40
施設であり16)，RBCを供給されている施設の割
合は約30％で，残りの70％はRBCの供給を受け
ていない。データは示さなかったが，RBCを供
給されていない血液透析の診療所長と面談した
際，輸血は開設当初から行わないとの方針である
との情報を数名から得た。RBC供給を受けてい
ない施設では，輸血が必要になった患者を他施設
へ紹介していると考えられ，今後は面談などを行
って調査する必要がある。

その他の診療所で後半の施設数と供給量が有意
に減少した。なお，１施設だけがこの間に閉院し
た。これは，その他の診療所の多くがこの間で輸
血をしないとの選択をしたことを示唆しており，
輸血医療の役割分担が進んだと考えた。

本研究の限界は対象が沖縄県に限られているこ
とである。全国では，輸血療法が行われている約
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図４　RBCを供給された“その他”の施設数と供給量　年度毎の推移および前半と後半の1年当りでの比較
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9,800施設のうちの約70％が100床未満の小規模
医療施設である17)。一方，本研究ではRBCを供
給されている100床未満の施設の割合が全国に比
べて低く，2007年度48.5％，2019年44.7％であ
った。地域により輸血療法を行う医療施設の割合
が異なることが推察され，他地域において同様な
検討が行われることが望まれる。

2017年に沖縄県合同輸血療法委員会が発出し
た，小規模施設から地域医療支援病院等への輸血
患者の紹介を依頼した文書は医療連携を目指した

ものであるが，その効果を判定するには経過時間
が短く，本研究では不明である。医療連携の定義
18)を，「医療機関同士が相互に円滑な連携を図り，
その有する機能を有効活用することにより，患者
さんが地域で継続性のある適切な医療を受けられ
るようにする」とすると，本研究から輸血医療に
おける医療連携が進展したかを判定することは難
しい。医療機関同士が相互に円滑な連携を図れて
いるか今後の研究で明らかにする必要がある。
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